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パウエルＦＲＢ議長は、ジャクソンホールで行われたシンポジウムでの講演で９月の利下げを明言
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リスクに対応して利下げが必要であるが、米国景気の堅調持続、インフレの非対称的な２％の目標
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米中貿易戦争は協議を継続しながらもエスカレートしていくとみられ、ＦＲＢはリスクマネージメ

ントの観点から、９月

パウエルＦＲＢ議長は、

一方、不確実性がより高まるなど著しいリスクに直面していることを指摘

された。パウエル議長は９月の利下げに傾いているとみられるが、ＦＲＢは米景気

持していると判断しているほか、不確実性の１つである貿易政策の行方が不透明な

Ｅデフレーター、８月のＩＳＭ統計、８月の雇用統計など重要

比較的落ち着いていること等

パウエル議長は今年のシンポジウムの

の低い成長、低

に直面している

金融当局がどのように

 

は著しい
深刻化する中、力強い労働市場を伴う景気拡大

議長は、ジャクソンホールで行われたシンポジウムでの講演で９月の利下げを明言

しなかったものの、不確実性がより高まるなど著しいリスクに直面していることを指摘した。

リスク管理に関しては、最近の通商摩擦の情勢などによる影響の不確実性だけではなく、自然失業
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議長は、ジャクソンホールで行われたシンポジウムでの講演で９月の利下げを明言
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